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Ⅰ．本資料の目的 

1. 当委員会は、2024年 3月 29日に、次の公開草案（以下あわせて「本公開草案」という。）

を公表した。 

(1) サステナビリティ開示ユニバーサル基準公開草案「サステナビリティ開示基準の適

用（案）」（以下「適用基準案」という。） 

(2) サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 1 号「一般開示基準（案）」（以下

「一般基準案」という。） 

(3) サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 2号「気候関連開示基準（案）」（以

下「気候基準案」という。） 

2. 本公開草案のコメント期間は 2024 年 7 月 31 日までであり、本公開草案に対して 100 通

を超えるコメントが寄せられた。 

3. 本資料は、本公開草案に関連して、「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行

う場合」に関する検討を行うことを目的としている。 

Ⅱ．事務局による提案の要約 

4. 本論点に関する事務局の提案を要約すると、次のとおりである（後述の第 14 項参照）。 

(1) 本公開草案における「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行う場合」と

は、企業が自発的に、当委員会が公表するサステナビリティ開示基準（以下「SSBJ基

準」という。）のすべての定めに準拠した開示（ただし、別段の定めがあるものを除

く。）を行う場合であり、次の 2つのケースがあると整理する。 

① 適用が法令等により強制される報告期間よりも前に SSBJ基準を適用することを

認めている場合に、企業が自発的に、SSBJ 基準のすべての定めに準拠した開示

（ただし、別段の定めがあるものを除く。）を行うとき（以下「強制適用前のフ

ル適用」という。） 

② 上記①以外の場合（以下「自発的なフル適用」という。） 
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(2) 「強制適用前のフル適用」は、SSBJ 基準の適用時期を早めることを企業が選択する

ものであると考えられるため、「強制適用前のフル適用」の場合の取扱いについて、

確定基準において別段の定めを置くことはしない。具体的には、次の対応を行う。 

① 本公開草案において提案する「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示

を行う場合」の定め（後述の第 5項参照）は、「強制適用前のフル適用」の場合

に適用されないことを確定基準において明確にする。（本公開草案の明確化） 

② 本公開草案において提案する「サステナビリティ開示基準に従い開示を行うこ

とを要求又は容認する法令に従い開示を行う場合」の経過措置（後述の第 12項

(2)参照）は、「強制適用前のフル適用」の場合にも適用されることを確定基準

において明確にする。（本公開草案の明確化） 

(3) 「自発的なフル適用」の場合の取扱いについては、本公開草案に寄せられたコメント

を踏まえ、確定基準に向けた審議を行うにあたり、個々に検討する。 

Ⅲ．「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行う場合」 

本公開草案における提案 

5. 本公開草案では、次の項目について、「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を

行う場合」に関する定めを置くことを提案している。 

(1) 情報の記載場所（適用基準案第 64項(2)） 

(2) 同時の報告（適用基準案第 69項(2)） 

(3) 比較情報の開示（適用基準案第 76項(2)） 

(4) 経過措置（適用基準案第 99項及び気候基準案第 106項） 

準拠表明との関係 

6. 事務局が本公開草案に関して我が国の市場関係者との間でアウトリーチを行う過程で、

「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行う場合」が、企業が自発的に、SSBJ

基準のすべての定めに準拠した開示（ただし、別段の定めがあるものを除く。）を行う場

合のみを指しているのか、企業が自発的に、SSBJ 基準の一部の定めに準拠した開示を行

う場合も含むのかが、必ずしも明確ではないことが明らかとなった。 

7. この点、適用基準案第 82項では、SSBJ基準のすべての定めに準拠しない限り、サステナ

ビリティ関連財務開示が SSBJ基準に準拠していると記述してはならないとしていること
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を踏まえると、企業が自発的に、SSBJ 基準の一部の定めに準拠した開示を行う場合は、

本公開草案における「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行う場合」には

含まれないと考えられる。 

8. このため、本公開草案における「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行う

場合」とは、企業が自発的に、SSBJ 基準のすべての定めに準拠した開示（ただし、別段

の定めがあるものを除く。）を行う場合であると整理することが考えられる。 

「強制適用前のフル適用」及び「自発的なフル適用」 

9. 事務局が本公開草案に関して我が国の市場関係者との間で行ったアウトリーチの過程で

は、「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行う場合」が、次のいずれの場合

を意味しているのかが、必ずしも明確ではないことも明らかとなった。 

(1) 適用が法令等により強制される報告期間よりも前に SSBJ基準を適用することを認め

ている場合に、企業が自発的に、SSBJ基準のすべての定めに準拠した開示（ただし、

別段の定めがあるものを除く。）を行うとき（強制適用前のフル適用） 

① 当委員会は、金融商品取引法上の法定書類である有価証券報告書において提供

されるサステナビリティ関連財務開示を念頭に置いて SSBJ基準の開発を行って

いる。金融商品取引法に基づく開示制度において、SSBJ 基準に基づく開示を行

うことを求められる企業が、当該開示を行うことを強制される報告期間よりも

前に SSBJ基準を適用することが認められており、当該企業がその選択を行う場

合は、「強制適用前のフル適用」に該当すると考えられる。 

(2) 上記(1)以外の場合（自発的なフル適用） 

① 現行の「企業内容等の開示に関する内閣府令」（以下「開示府令」という。）で

は、有価証券報告書の「サステナビリティに関する考え方及び取組」において

SSBJ 基準を適用することを要求していない。一方、開示府令は、「サステナビ

リティに関する考え方及び取組」において特定の基準を適用した開示を行うこ

とを禁止していないため、SSBJ基準が確定した場合、現行の開示府令のもとで、

企業が自発的に、SSBJ基準を適用した開示を行うことも考えられる。 

② また、法令の要請に基づかず企業が自発的に開示する報告書である、統合報告書

やサステナビリティ・レポート等において、企業が自発的に、SSBJ 基準を適用

した開示を行うことも考えられる。 



 
  審議事項 A1-4 

 

4/5 

③ 例えば、上記①及び②のような場合で、SSBJ 基準のすべての定めに準拠した開

示（ただし、別段の定めがあるものを除く。）を行うときには、「自発的なフル

適用」に該当すると考えられる。 

10. このため、本資料第 8 項において整理した「任意でサステナビリティ開示基準に従った

開示を行う場合」については、さらに、第 9項(1)及び(2)に記載した、「強制適用前のフ

ル適用」と「自発的なフル適用」の 2つのケースに分けて整理することが考えられる。 

11. ここで、企業が「強制適用前のフル適用」を行うことを選択する場合とは、SSBJ 基準の

適用時期を早めることを企業が選択する場合であると考えられる。適用時期を早めない

場合の経過措置は適用時期を早めた場合でも適用されることを前提に、「強制適用前の

フル適用」に関する取扱いについては、確定基準において別段の定めを置くことはしな

いことが考えられるがどうか。 

12. 本資料第 11項のようにした場合、具体的には、次の対応を行うことが考えられるがどう

か。 

(1) 本公開草案において提案する「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行

う場合」の定め（本資料第 5項参照）は、「強制適用前のフル適用」の場合に適用さ

れないことを確定基準において明確にする。 

(2) 本公開草案において提案する「サステナビリティ開示基準に従い開示を行うことを

要求又は容認する法令に従い開示を行う場合」の経過措置（適用基準案第 96項から

第 98 項、一般基準案第 42 項及び第 43 項並びに気候基準案第 103 項から第 105 項）

は、「強制適用前のフル適用」の場合にも適用されることを確定基準において明確に

する。 

13. 一方で、企業が「自発的なフル適用」を行うことを選択した場合に関しては、社会的な便

益の観点から、そのような企業が多くなることが望ましいと考えられることから、「自発

的なフル適用」の場合の取扱いについて、本資料第 5 項に掲げた項目を含め、本公開草

案に寄せられたコメントを踏まえ、確定基準に向けた審議を行うにあたり個々に検討す

る（具体的には、審議事項 A1-5「自発的なフル適用の場合における別段の定め」におい

て検討する）ことが考えられるがどうか。 

Ⅳ．事務局による提案 

14. 以上の検討を踏まえ、次のようにすることが考えられるがどうか。 
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(1) 本公開草案における「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行う場合」と

は、企業が自発的に、SSBJ 基準のすべての定めに準拠した開示（ただし、別段の定

めがあるものを除く。）を行う場合であり、次の 2つのケースがあると整理する。 

① 適用が法令等により強制される報告期間よりも前に SSBJ基準を適用することを

認めている場合に、企業が自発的に、SSBJ 基準のすべての定めに準拠した開示

（ただし、別段の定めがあるものを除く。）を行うとき（強制適用前のフル適用） 

② 上記①以外の場合（自発的なフル適用） 

(2) 「強制適用前のフル適用」は、SSBJ 基準の適用時期を早めることを企業が選択する

ものであると考えられるため、「強制適用前のフル適用」の場合の取扱いについて、

確定基準において別段の定めを置くことはしない。具体的には、次の対応を行う。 

① 本公開草案において提案する「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示

を行う場合」の定め（本資料第 5項参照）は、「強制適用前のフル適用」の場合

に適用されないことを確定基準において明確にする。（本公開草案の明確化） 

② 本公開草案において提案する「サステナビリティ開示基準に従い開示を行うこ

とを要求又は容認する法令に従い開示を行う場合」の経過措置（本資料第 12項

(2)参照）は、「強制適用前のフル適用」の場合にも適用されることを確定基準

において明確にする。（本公開草案の明確化） 

(3) 「自発的なフル適用」の場合の取扱いについては、本公開草案に寄せられたコメント

を踏まえ、確定基準に向けた審議を行うにあたり、個々に検討する。 

 

ディスカッション・ポイント 

「任意でサステナビリティ開示基準に従った開示を行う場合」に関する事務局の提案（第 14

項参照）について、ご質問やご意見があればいただきたい。 

 

以 上 


